
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 484,950 469,947 463,468 471,696

事業費

の内訳

令和3年度決算

・保険料納付：４９，７５８千円、特別調整費１６２，５７６千円
・年金給付金：２４９，２６０千円
・弔慰金：１，０５０千円
・脱退一時金：１５０千円
・システム保守費６７３千円

令和4年度予算

・保険料納付：４９，１４２千円、特別調整費１６２，５７６千円
・年金給付金：２５１，２８０千円
・弔慰金：１，０５０千円
・脱退一時金：４７５千円
・システム保守費６９３千円

人工 0.9 0.9 0.0 0.9

人件費 6,480 6,480 0 6,480

事業費 478,470 463,467 463,468 465,216

うち特定財源 366,997 371,838 370,958 373,547

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

札幌市心身障害者扶養共済制度条例及び同施行規則

他都市の状況

すべての都道府県・指定都市が同様の事業を実施している。

実施結果

年金受給者数（口数）：７９０名（１，０２７口）
年金給付額：２５０，８２０千円
加入者数（口数）：６６０名（１，０６９口）
新規加入者数：１１名

事業実施における
工夫点

心身障がい（児）者が制度加入していることを知らずに、加入者が死亡し年金請求がなされない事例が起こりうる
ことから、住民基本台帳ファイルの利用により早急な状況把握を行っている。

対象者 加入者が扶養している心身障がい（児）者 開始 昭和47 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

心身障がい（児）者を扶養している保護者等が死亡又は重度障がいとなった場合に、残された心身障がい（児）者
の経済的安定を図る。

長期

心身障がい（児）者を扶養している保護者等が死亡又は重度障がいとなった場合に、残された心身障がい（児）者
の経済的安定を図る。

取組内容

【目的】心身障がい（児）者を扶養している保護者等が死亡又は重度障がいとなった場合に、残された心身障がい
（児）者の経済的安定を図るため。
【内容】心身障がい（児）者を扶養している保護者等が生存中に一定額の掛金を納付することにより、保護者が死
亡又は重度障がいになった場合に、障がい者に終身一定額（１口２万円、２口まで加入可）の年金を支給する。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
年金受給者が増加しており、より多くの障がい者（児）の経済的安定が図られているため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

制度改正による保険料改定等がない限り、現状維持となる。

予算
おおむね現状維持となるが、年金受給者数の増加により年金給付金
（扶助費）の支出が増加傾向にあるため、予算増となる見込である。 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

障害福祉サービス指定事業所に対する資料配布による制度周知の
実施 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

制度全体の加入者数が減少傾向にあることから、引き続き制度の周知を積極的に行っていく必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

当該事業は、独立行政法人福祉医療機構と札幌市との扶養保険契約に基づき行われることか
ら、本市が実施主体となる手法は適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

加入者の死亡及び重度障がいにより、残された障がい（児）者に対する経済的安定を図るという
点において、年金給付金の支給という形で対応できている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

令和４年３月現在、年金受給者数は、７９０名であり、年間給付額は合計２５０，８２０千円となって
いる。また、新規加入者数は１１名であり、全加入者数は６８０名となっている。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

保険料及び年金給付金等の基準額は、独立行政法人福祉医療機構が定めており、全国一律の
基準となっている。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

1069 1040

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

1039

活動指標２

指標名 加入口数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

1098 1072

活動指標１

指標名 年金支払口数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

1018 1043 1027


